
省力化投資促進プラン（農業）概要

実態把握の深堀

〇 スマート農業技術活用促進法に基づく税制・金融の特例措置や、スマート農業技術を活用す
るための環境整備や各種支援事業の優遇措置等により、栽培方式の転換やスマート農業技術
の開発を集中的かつ効果的に支援

〇 新たな食料・農業・農村基本計画に基づき、初動5年間で農業の構造転換を集中的に推
し進めるため、スマート農業技術活用促進法の基本方針に位置付けた重点開発目標に沿った
スマート農業技術等の迅速な開発、新たな生産方式への転換、農業機械の所有から利用へ
の転換を図るためのサービス事業体の育成、農地の大区画化・情報通信基盤の整備、農業
データ連携基盤やAI活用を通じた農業者のデータ活用の促進、等を実施

サポート体制の整備・周知広報

目標、KPI、スケジュール

農業者の急速な減少や高齢化が見込まれる
中、食料安全保障を確保し、農業の持続的な
発展を図るためには、スマート農業技術等の開
発・普及や農地の大区画化・情報通信基盤の
整備等による生産性の向上を図る必要。

多面的な促進策

〇 農林水産省が地方公共団体や関係団体、農研
機構等と連携し、農業者へのスマート農業技術導
入に係るサポートを実施

〇 スマート農業技術の開発及び普及の好循環の形
成を推進していくため、農業者、企業、研究機関、
地方公共団体等の多様なプレーヤーが参画する
「スマート農業イノベーション推進会議」を設置し、
⽣産と開発の連携、情報の収集・発信・共有、関
係者間のマッチング支援、人材育成等を促進

基幹的農業従事者数の年齢構成

目 標（2030年） K P I

⽣産性
の向上

１経営体当たりの⽣産量
(⽣産量/経営体数)
47t/経営体(2023年)
→86t/経営体(1.8 倍)

・ スマート農業技術を活用した面積の割合：50％
・ スマート農業技術活用促進法の開発供給事業の促
進の目標に掲げる技術の実用化割合：100％

・ スマート農機の出荷台数割合：50％

・ サービス事業者の経営体数：7,900経営体

投資補助・金融支援

サポート体制の整備

2025年～2029年：集中的な予算措置

2025年～ スマート法に基づく税制措置・金融支援
（税制上の特例措置は令和９年３月まで）

〇 農業者に対するスマート農業機械の導入補助、普及指導セン
ターにおける伴走支援
〇 スマート農業イノベーション推進会議：令和７年６月～ 総会開
催、マッチングイベント、共通課題に対応する検討会の開催 等

資料１０ 



省力化投資促進プラン（林業）概要

実態把握の深堀

サポート体制の整備・周知広報

目標、KPI、スケジュール

多面的な促進策

投資補助

優良事例の横展開・サポート体制の整備

○ 林業従事者は減少傾向で、今後20年間で現在の約２割減
の見込み。

○ 林業は、有効求人倍率が全産業平均に比べて高い数値で推
移し、また労働災害の発生率も高い状況。今後も人手不足
が見込まれる中、⽣産性向上を図る必要。

○ 林業の各工程のうち、造材・集材は機械化により省力化が進ん
でいるが、その他の工程は未だ多くを人力に依存。このため、⽣
産性向上にむけて、作業の機械化やデジタルデータの活用によ
り、省力化を図る必要。

■林業従事者数の予測

※総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口（平成29年推計）」を用いて趨勢値を推計したもの

○ スマート林業技術の開発を進めるとともに、現場実装に向けた支援を加
速化。また、地域の多様な関係者がコンソーシアムを構築して取り組むデ
ジタル林業戦略拠点を全国的に展開予定。

○ スマート林業技術が現場で活用しやすいよう、機械化に対応した植栽木
の配置など、既存の施業体系の見直しを図る。

ICTを活用した林業機械の導入

○ 各地域のデジタル林業戦略拠点に、コーディネーターを派遣し、伴走
支援。

○ 森林管理局等が国有林のフィールドを活用し民有林関係者と連携
したスマート林業の現地検討会等を実施。

目 標（2030年） K P I

⽣産性
の向上

林業経営体の
⽣産性（ｍ3/人日）を
５割アップ（2022年比）
※林業経営体の⽣産性（主伐）

7m3/人日(2022年)
→11m3/人日(2030年)

・ デジタル林業戦略拠点が１つ以上ある都道府県：25
・ 人工造林面積のうち省力化やコスト低減を図る取組を実施し
た面積の割合:85%

・ 林業の死傷年千人率を2030年までに半減（2020年比）

2025年～2029年：集中的な予算措置

■林業の有効求人倍率

2025年～2030年
地域一体となったデジタル林業戦略拠点の全国展開
コーディネーターを派遣し伴走支援 等



省力化投資促進プラン（水産業）概要

実態把握の深堀

〇 「「かっこいい」「稼げる」「革新的」水産業の実現のためのスマート・デジタル技術の活用に向
けた提言」（令和５年５月）を踏まえ、漁業・養殖業の省力化に貢献するスマート水産業技
術の導入を支援。

〇 ICT・IoT等の先端技術やデータを活用し、水産業の⽣産性の向上等を図る技術が広がりを
みせている。スマート水産技術の導入に関して、例えば、養殖漁場や定置網漁場の海洋環境
情報を観測するためのIＣＴブイや遠隔魚群探知機、養殖向け自動給餌機等の普及が加速。

サポート体制の整備・周知広報

目標、KPI、スケジュール

水産分野においては、今後約20年間で、漁業
就業者は現在の約半減と見込まれる中、我が国
周辺水域に形成された豊かな漁場や水産資源
を十全に活用していくためには、スマート水産業
技術の導入による省力化を図る必要。

多面的な促進策

〇 スマート水産業を定着させていくために、地域にお
けるスマート化の取組をリードする伴走者（スマー
ト機器の知識だけでなく、地域の水産業の知識
を持った専門家）を育成。

〇 伴走者が漁業者の機器導入や利用をサポート
するとともに、導入効果の検証等を行うことで、効
率的・効果的にスマート化を進められる体制を構
築。

投資補助・金融支援

サポート体制の整備

2025年～2030年：集中的な予算措置

漁業就業者の推移

目 標（2030年） K P I

労働⽣
産性の
向上

漁業就業者１人当たり
の漁業⽣産量を
３割アップ

• デジタル水産業戦略拠点を2027年までに11地域
展開

• 現地でスマート化の取組をリードする人材を500人
育成

2025年～2030年：
・現地検討会等の開催や漁業普及指導員による普及活動の推進
・デジタル水産業戦略拠点地域計画案件の他の事業における優
先的採択や、アドバイザー派遣による優良事例の横展開



省力化投資促進プラン（飲食業）概要

実態把握の深堀

○ 日本政策金融公庫における設備投資への資金繰り支援や中小企業省力化投資補
助金、生産性向上への支援を含む「賃上げ」支援助成金パッケージ等を総動員。

○ 数軒の店舗を展開している中小の飲食事業者等を、省力化投資促進等を通じて中
堅規模への成長を促進。

サポート体制の整備・周知広報

目標、KPI、スケジュール

・ 飲食業は、約400万人の大きな雇用を創出し、労働者に
占めるパート・アルバイトの割合が高く、中小企業が98％。

・ 人手不足が顕著であり、特に「店舗管理」の業務を担う店
長・マネージャー等の人材が枯渇。

・ 労働集約型産業であることから、他産業と比較しても労働
生産性が低く、時系列でみても漸減傾向で推移。

多面的な促進策

○ 本プランを基本に、人手不足や低い労働生産
性を改善するための業態別の「ガイドブック」を
令和７年度中に策定。

○ 優良事例の収集・横展開や、生産性向上に
資する取組を積極的に行っている飲食事業者
を表彰。

○ 飲食業を所掌する農林水産省と厚生労働省
が連携し、業界団体等を通じた情報提供や相
談対応を実施。

○ 専門家による経営診断、省力化投資へのアド
バイス、補助金や税制の活用等について、伴走
型の相談支援を実施。

目 標（2030年度） K P I

飲食業
の労働
生産性

飲食業の労働生産性を
2029年度（令和11年
度）までに35％向上するこ
とを目指す（2024年（令
和６年）基準）。

・ 持続的な食料システムの確立に向けた取組を促進する事業活動計画
の認定（※令和７年通常国会に法案提出中）：2030年までに累計100件

・ 支援策等の網羅的な周知：全飲食事業者の７割に周知

サポート体制

優良事例の横展開

2026年～2029年 省力化投資の促進（集中的に対処）

2025年～2029年 情報提供や相談対応の実施

■ 飲食事業者における人手不足の状況

■ 飲食業の労働生産性

2025年～ 生産性向上の取組を進める事業者を表彰

■ サポート体制

2025年～2029年 優良事例の更なる収集・横展開



省力化投資促進プラン（食品製造業）概要

実態把握の深堀

サポート体制の整備・周知広報

目標、KPI、スケジュール

多面的な促進策

サポート体制

優良事例の横展開

• 中小・零細企業が太宗を占める食品製造業は、他産業
と比較して労働生産性が低い水準。

 業種（小麦粉製造業から惣菜製造業まで多岐に渡る）、
工程（前工程・後工程等）によって省力化の取組度合
いは様々。

• SBIR予算を活用したスタートアップ支援、R6年度補正予算を活用した中堅・中小へ
の新技術導入支援を実施。

• 併せて、日本政策金融公庫における設備投資への資金繰り支援、中小企業省力化投
資補助金等を総動員。

• 生産性向上に関する優良事例については、HP等を活用して横展開を実施。

• 農水省と経産省、農研機構
等が連携し、各種施策に関す
る情報提供・相談への対応を
実施。

• 令和７年度より「食品企業生
産性向上フォーラム」を創設し、
生産性向上に取り組む食品
企業をトータルでサポート。

目 標（2029年度） K P I

製造業
の労働
生産性

製造業の労働生産性を
2029年度までに24％向上
することを目指す（2024年
度基準）。

• 持続的な食料システムの確立に向けた取組を促進する事業活動
計画の認定（※令和７年通常国会に法案提出中）：2030年までに
累計200件

• 支援策等の網羅的な周知：2030年までに「食品企業生産性向
上フォーラム」の会員数9,000社

2025年～2029年 省力化投資の促進（集中的に対処）

■ 食品製造業の労働生産性

■ 食品製造業の労働生産性（業種別）

2025年～2029年 優良事例の更なる収集・横展開

2025年～2029年 情報提供や相談対応の実施

投資補助

2025年～2028年 SBIR制度、R6年度補正予算等を活用した支援

食品企業生産性向上
フォーラム

食品企業

機械メーカー 研究機関
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関係団体




